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回次
第70期

中間連結会計期間
第71期

中間連結会計期間
第70期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 1,812,559 1,896,400 3,735,036

経常利益又は経常損失（△） (千円) △4,859 △3,514 82,616

親会社株主に帰属する中間純損失

（△）又は親会社に帰属する当期純利

益

(千円) △23,808 △22,353 117,941

中間包括利益又は包括利益 (千円) △25,636 △24,325 118,515

純資産額 (千円) 1,349,041 1,468,866 1,493,192

総資産額 (千円) 4,069,760 3,998,717 4,240,111

１株当たり中間純損失（△）又は１株

当たり当期純利益
(円) △2.66 △2.50 13.17

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 33.1 36.7 35.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 19,771 168,214 27,825

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 79,052 △74,141 52,573

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △228,475 △307,971 △218,871

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
(千円) 867,196 644,477 858,375

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第70期中間連結会計期間及び第71期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額について

は、１株当たり中間純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第70期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

(ウェルネス事業）

当中間連結会計期間において、当社連結子会社であるＩＴグループ株式会社が合同会社ＴＡＩＳＥＴＳＵの全

持分を取得したため、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

セグメントの名称
当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）
前年同期比（％）

ウェルネス事業（千円） 1,708,381 106.4

（フィットネス） 440,870 97.7

（保育・介護等） 1,267,511 109.8

クリエーション事業（千円） 37,210 105.4

不動産賃貸事業（千円） 83,048 94.4

その他（千円） 67,760 81.2

合計（千円） 1,896,400 104.6

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績に関する分析

当中間連結会計期間におけるわが国の経済状況は、雇用形態の改善やインバウンド需要の回復など緩やかに回復が

みられましたが、金融資本市場の変動による物価上昇や国際情勢の影響を受け原料エネルギーの高騰が続くなど、先

行きは不透明な状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは前事業年度に引き続き主力であるウェルネス事業の成長戦略に取り組んでお

り、フィットネスではピラティススタジオへのコンバージョン及び出店とリニューアルを行い、介護では就労支援Ｂ

型事業所「リバイブ」の３店舗出店を行い、各事業の既存店舗においてもサービス向上に注力しました。

また、認可保育所２園運営を行っている合同会社ＴＡＩＳＥＴＳＵがグループインし、ウェルネス事業の成長につ

ながりました。

その結果、当中間連結会計期間の売上高は18億96百万円（前年同期比4.6％増）、売上総利益は17億99百万円（前

年同期比6.1％増）、営業利益は15百万円（前年同期比11.4％減）、経常損失は３百万円（前年同期は経常損失４百

万円）、親会社株主に帰属する中間純損失は22百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失23百万円）とな

りました。

当中間連結会計期間における売上高をセグメント別に示すと次のとおりであります。

<事業部門売上高＞

（注）１．ウェルネス事業は、フィットネス部門、保育部門、介護部門等の売上高であります。

２．クリエーション事業は、オンラインクレーンゲーム部門の売上高であります。

３．不動産賃貸事業は、不動産賃貸部門の売上高であります。

４．その他は、コールセンター部門、カウネット代理店部門等の売上高であります。

（ウェルネス事業）

フィットネスは、女性専用マシンピラティススタジオ「スターピラティス」が売上改善に寄与しており、8月に

小倉駅前店のピラティススタジオをリニューアル、大阪天六店を24時間ジムからピラティススタジオにコンバージ

ョンし、９月には「スターピラティス博多マルイスタジオ」をグランドオーブンし、集客が順調に伸びております

が、同月末日に施設設備の老朽化によりＳＤフィットネス365青森浜田店を閉店した影響もあり、売上高は前年同

期比97.7％となりました。

保育・介護は、７月より認可保育所２園が加わりグループ運営の保育園が33園となり、新規事業の就労支援Ｂ型

事業所「リバイブ」が順調に稼働率を上げており、６月の２号店「リバイブ蕨」に続き、７月に３号店「リバイブ

武蔵新城」、８月に４号店「リバイブ新所沢」をオープンし、保育・介護等の売上高は前年同期比109.8％となり

ました。

以上の結果、ウェルネス事業セグメント全体の売上高は17億８百万円（前年同期比106.4%）となりました。

（クリエーション事業）

オンラインクレーンゲームは、定期的なイベントの開催や話題の景品投入を行い、売上高 は37百万円（前年同

期比105.4％）となりました。
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（不動産賃貸事業）

不動産賃貸は、苫小牧地区にてテナント企業の入れ替えがあり、売上高は83百万円（前年同期比 94.4％）とな

りました。

（その他）

報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に当社子会社が運営するコールセンター事業やカウネッ

ト代理店事業などとなり、売上高は67百万円（前年同期比81.2％）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ２億

13百万円減少し、６億44百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、１億68百万円（前年同期は19百万円の増加）となりました。これは主に減価償

却費が93百万円、その他資産の減少額が１億39百万円、棚卸資産の増加額が60百万円あったことによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、74百万円（前年同期は79百万円の増加）となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出が51百万円、差入保証金の差入による支出が14百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、３億７百万円（前年同期は２億28百万円の減少）となりました。これは主に短

期借入金の返済による支出が２億60百円、社債の償還による支出が22百万円あったことによるものであります。

（３）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は10億88百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億46百万円減少しま

した。これは主に現金及び預金が２億13百万円、売掛金が51百万円減少したことによるものであります。固定資産

は29億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億５百万円増加しました。これは主に有形固定資産が２百万

円、無形固定資産が85百万円、差入保証金が19百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は39億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億41百万円減少いたしました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は17億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億37百万円減少し

ました。これは主に短期借入金が２億60百万円、未払法人税等が22百万円減少したことによるものであります。

固定負債は７億46百万円となり、前連結会計年度末に比べ20百万円増加しました。これは主に長期借入金が58百

万円増加し、資産除去債務が23百万円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は25億29百万円となり前連結会計年度末に比べ２億17百万円減少いたしました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は14億68百万円となり、前連結会計年度末に比べ24百万円減少しまし

た。これは主に親会社株主に帰属する中間純損失を22百万円計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は36.7％（前連結会計年度末は35.2%）となりました

（４）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

（５）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、当社グループの会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重要な変更

はありません。

（６）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（７）研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,997,000 8,997,000
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 8,997,000 8,997,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 8,997,000 － 100,000 △365,416 808,245

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2024年６月25日開催の定時株主総会決議により、会社法第448条第１項の規定に基づき、同日付で資本準備

金の額365,416千円を減少させ、その他資本剰余金に振り替えております。
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

ＲＩＺＡＰグループ株式会社 東京都新宿区西新宿８丁目17番１号 5,340 59.63

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 148 1.65

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 133 1.48

中道リース株式会社 札幌市中央区北一条東３丁目３番地 74 0.82

金城政次 神奈川県横浜市神奈川区 50 0.55

株式会社証券ジャパン 東京都中央区日本橋茅場町1丁目２-18 37 0.41

マネックス証券株式会社 東京都港区赤坂１丁目12-32 34 0.38

GMOクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂１丁目２番３号 34 0.37

村松茂樹 東京都中央区 25 0.27

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 24 0.26

計 － 5,900 65.89

（５）【大株主の状況】

（注）１.上記のほか、自己株式が42千株あります。

２.発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて

おります。

2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 42,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,952,000 89,520 －

単元未満株式 普通株式 2,100 － －

発行済株式総数 8,997,000 － －

総株主の議決権 － 89,520 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】
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2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ＳＤエンターテイメン

ト株式会社

札幌市白石区南郷通

１丁目北８番１号
42,900 - 42,900 0.47

計 - 42,900 - 42,900 0.47

②【自己株式等】

（注）上記のほか、単元未満株式89株を所有しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、瑞輝監査法人による期中レビューを受けております。

- 8 -



（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 858,375 644,477

売掛金 200,314 148,389

商品 99,953 160,799

貯蔵品 9,727 9,472

未収還付法人税等 15,346 －

その他 251,799 126,068

貸倒引当金 △800 △790

流動資産合計 1,434,715 1,088,416

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,228,691 1,220,239

土地 1,117,148 1,117,148

その他（純額） 95,856 107,039

有形固定資産合計 2,441,696 2,444,427

無形固定資産

のれん 7,524 94,731

その他 12,811 10,820

無形固定資産合計 20,336 105,551

投資その他の資産

差入保証金 273,054 292,547

繰延税金資産 12,854 15,259

その他 56,588 52,162

投資その他の資産合計 342,497 359,969

固定資産合計 2,804,530 2,909,948

繰延資産 865 352

資産合計 4,240,111 3,998,717

負債の部

流動負債

買掛金 77,544 92,732

短期借入金 1,210,000 950,000

１年内償還予定の社債 27,800 9,800

１年内返済予定の長期借入金 225,903 234,867

未払法人税等 41,787 19,637

賞与引当金 39,412 45,853

株主優待引当金 20,000 20,000

店舗閉鎖損失引当金 － 3,484

資産除去債務 － 27,957

その他 378,579 379,038

流動負債合計 2,021,026 1,783,370

固定負債

社債 11,200 6,300

長期借入金 532,909 591,127

繰延税金負債 13,705 12,644

資産除去債務 106,867 83,407

その他 61,210 53,001

固定負債合計 725,892 746,480

負債合計 2,746,918 2,529,850

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,173,662 808,245

利益剰余金 215,144 558,207

自己株式 △9,684 △9,684

株主資本合計 1,479,123 1,456,769

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,069 12,097

その他の包括利益累計額合計 14,069 12,097

純資産合計 1,493,192 1,468,866

負債純資産合計 4,240,111 3,998,717
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 1,812,559 1,896,400

売上原価 116,954 96,811

売上総利益 1,695,605 1,799,589

販売費及び一般管理費

給料 648,474 738,751

賞与引当金繰入額 44,163 8,853

退職給付費用 4,227 4,393

株主優待引当金繰入額 2,567 8,814

地代家賃 221,388 228,182

その他 757,497 795,281

販売費及び一般管理費合計 1,678,318 1,784,276

営業利益 17,286 15,312

営業外収益

受取利息 70 96

受取配当金 170 15

受取保険金 586 478

受取返戻金 286 448

その他 848 726

営業外収益合計 1,962 1,765

営業外費用

支払利息 19,951 18,583

その他 4,157 2,009

営業外費用合計 24,108 20,593

経常損失（△） △4,859 △3,514

特別利益

投資有価証券売却益 5,456 －

補助金収入 3,970 4,011

転貸損失引当金戻入益 21,600 －

特別利益合計 31,026 4,011

特別損失

固定資産売却損 － 254

固定資産除却損 130 1,983

災害による損失 6,164 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 3,484

特別損失合計 6,294 5,721

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
19,872 △5,224

法人税、住民税及び事業税 41,950 19,596

法人税等調整額 1,730 △2,467

法人税等合計 43,680 17,128

中間純損失（△） △23,808 △22,353

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △23,808 △22,353

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純損失（△） △23,808 △22,353

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,827 △1,972

その他の包括利益合計 △1,827 △1,972

中間包括利益 △25,636 △24,325

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △25,636 △24,325

非支配株主に係る中間包括利益 － －

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
19,872 △5,224

減価償却費 96,806 93,702

のれん償却額 3,009 5,323

転貸損失引当金の増減額（△は減少） △39,976 －

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 3,484

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △9

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,147 4,341

受取利息及び受取配当金 △240 △112

支払利息及び保証料 19,951 18,583

社債発行費償却 602 513

固定資産除却損 130 1,983

固定資産売却損益（△は益） － 254

投資有価証券売却益 △5,456 －

補助金収入 △3,970 △4,011

売上債権の増減額（△は増加） 13,311 63,265

棚卸資産の増減額（△は増加） △21,421 △60,592

未収消費税等の増減額（△は増加） 515 5,294

その他の資産の増減額（△は増加） 6,177 139,359

仕入債務の増減額（△は減少） △5,492 15,188

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,778 △10,060

未払金の増減額（△は減少） △3,032 △58,451

その他の負債の増減額（△は減少） 27,834 △5,711

小計 99,702 207,117

利息及び配当金の受取額 172 63

利息及び保証料の支払額 △18,298 △17,416

補助金の受取額 4,670 4,898

法人税等の支払額 △76,484 △42,139

法人税等の還付額 10,009 15,691

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,771 168,214

投資活動によるキャッシュ・フロー

長期貸付金の回収による収入 4,500 4,500

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △5,934

投資有価証券の売却による収入 11,780 －

有形固定資産の取得による支出 △40,008 △51,684

無形固定資産の取得による支出 △4,377 △600

差入保証金の差入による支出 △864 △14,988

差入保証金の回収による収入 152,767 97

長期前払費用の取得による支出 △632 △5,531

原状回復による支出 △32,462 －

資産除去債務の履行による支出 △11,649 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 79,052 △74,141

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：千円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000 －

短期借入金の返済による支出 △200,000 △260,000

長期借入れによる収入 － 110,000

長期借入金の返済による支出 △100,338 △127,206

社債の償還による支出 △18,900 △22,900

自己株式の取得による支出 － △0

リース債務の返済による支出 △9,237 △7,864

財務活動によるキャッシュ・フロー △228,475 △307,971

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △129,651 △213,898

現金及び現金同等物の期首残高 996,848 858,375

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 867,196 ※ 644,477
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間より、新たに取得した合同会社ＴＡＩＳＥＴＳＵを連結の範囲に含めております。

前中間連結会計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年９月30日）

現金及び預金勘定 867,196千円 644,477千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 867,196 644,477

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

(注)1
合計

調整額

(注)2

中間連結損益計

算書計上額

(注)3
ウェルネス

事業

クリエーシ

ョン事業

不動産賃貸

事業
計

売上高

外部顧客へ

の売上高
1,605,865 35,296 87,988 1,729,150 83,409 1,812,559 － 1,812,559

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － 81,877 81,877 △81,877 －

計 1,605,865 35,296 87,988 1,729,150 165,286 1,894,437 △81,877 1,812,559

セグメント

利益又は損

失（△）

66,691 △13,446 55,675 108,920 80,900 189,820 △172,534 17,286

（単位：千円）

報告セグメント
その他

(注)1
合計

調整額

(注)2

中間連結損益計

算書計上額

(注)3
ウェルネス

事業

クリエーシ

ョン事業

不動産賃貸

事業
計

売上高

外部顧客へ

の売上高
1,708,381 37,210 83,048 1,828,640 67,760 1,896,400 － 1,896,400

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － － － 124,574 124,574 △124,574 －

計 1,708,381 37,210 83,048 1,828,640 192,334 2,020,974 △124,574 1,896,400

セグメント

利益
20,452 1,470 54,777 76,700 81,644 158,344 △143,031 15,312

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「カウネット事業」「コー

ルセンター事業」等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△172,534千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産における減損損失）

該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「カウネット事業」「コー

ルセンター事業」等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△143,031千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用が含まれており

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産における減損損失）

該当事項はありません。
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取得の対価 現金 23,822千円

取得原価 23,822千円

（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社の連結子会社であるＩＴグループ株式会社（以下、「ＩＴグループ社」という。）は、2024年５月27日開催

の取締役会において、合同会社ＴＡＩＳＥＴＳＵ（以下、「ＴＡＩＳＥＴＳＵ社」という。）の持分を取得し、Ｉ

Ｔグループ社の子会社とすることを決議し、同日付で持分譲渡契約を締結いたしました。また、当該契約に基づい

て2024年６月30日付けで持分を取得いたしました。

(１）企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　合同会社ＴＡＩＳＥＴＳＵ

事業の内容　　　　保育所の運営

②　企業結合を行った主な理由

当社グループは、構造改革の第２フェーズとして主力であるウェルネス事業の成長戦略に取り組んでお

り、保育部門の拡大を推進しております。ＩＴグループ社は保育コンサルティング・保育施設の運営を行っ

ており、当社グループではその中核を担っております。

ＴＡＩＳＥＴＳＵ社は、認可保育所の運営を行っており、当社グループの保育部門は企業主導型保育園の

運営を行っておりますので、事業の拡大のみならずサービス区分の拡大も見据え、ＩＴグループ社のコンサ

ルティング力を生かし、より一層のウェルネス事業の成長につながるものと判断し、本持分取得を行うこと

といたしました。

③　企業結合日

2024年６月30日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする持分の取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社が現金を対価として持分を取得しております。

（２）中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年７月１日から2024年９月30日まで

(３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(４）主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

(５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①　発生したのれんの金額

92,529千円

②　発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものであります。

③　償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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報告セグメント
その他

(注)１
合計ウェルネス

事業

クリエーション

事業

不動産賃貸

事業
計

フィットネス収入 450,746 － － 450,746 － 450,746

保育収入 1,106,258 － － 1,106,258 － 1,106,258

介護収入 47,572 － － 47,572 － 47,572

オンラインクレーンゲーム収入 － 34,718 － 34,718 － 34,718

その他収入 1,015 578 648 2,242 83,409 85,651

顧客との契約から生じる収益 1,605,592 35,296 648 1,641,537 83,409 1,724,946

その他の収益（注）２ 272 － 87,340 87,613 － 87,613

外部顧客への売上高 1,605,865 35,296 87,988 1,729,150 83,409 1,812,559

報告セグメント
その他

(注)１
合計ウェルネス

事業

クリエーション

事業

不動産賃貸

事業
計

フィットネス収入 440,870 － － 440,870 － 440,870

保育収入 1,193,943 － － 1,193,943 － 1,193,943

介護収入 71,843 － － 71,843 － 71,843

オンラインクレーンゲーム収入 － 37,129 － 37,129 － 37,129

その他収入 1,723 81 648 2,453 67,760 70,213

顧客との契約から生じる収益 1,708,381 37,210 648 1,746,240 67,760 1,814,000

その他の収益（注）２ － － 82,400 82,400 － 82,400

外部顧客への売上高 1,708,381 37,210 83,048 1,828,640 67,760 1,896,400

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　財又はサービスの種類別の内訳

(単位：千円)

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「カウネット事業」「コー

ルセンター事業」等を含んでおります。

２．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく不動産賃貸収

入等であります。

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　財又はサービスの種類別の内訳

(単位：千円)

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「カウネット事業」「コー

ルセンター事業」等を含んでおります。

２．「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく不動産賃貸収

入等であります。
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前中間連結会計期間

(自　2023年４月１日

至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2024年４月１日

至　2024年９月30日)

１株当たり中間純損失金額（△） △２円66銭 △２円50銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純損失金額（△）

（千円）
△23,808 △22,353

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

損失金額（△）　　　（千円）
△23,808 △22,353

普通株式の期中平均株式数（株） 8,954,012 8,954,012

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月13日

ＳＤエンターテイメント株式会社

取締役会　御中

瑞輝監査法人

北海道札幌市

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大浦　崇志

指定社員
業務執行社員

公認会計士 西　　俊輔

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＤエンター

テイメント株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日か

ら2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包

括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、ＳＤエンターテイメント株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長高橋誠は、当社の第71期中（自2024年４月１日　至2024年９月30日）の半期報告書の記載内容

が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。



２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


